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担当係

根拠法令・個別計画

目的

（対象をどの様な

状態にするのか）

内容

（手段）

実施・運営方法

※費用合計に占める

経費の内訳(割合)

生涯学習のまちづくり基本構想・基本計画

10

担当課

5

教育文化

生涯学習課

社会教育係

21

平成３０年度以降

生涯学習

事業類型 法定受託系

住民の主体的な活動を支援する

2

　公民館・スポーツ施設などの社会教育施設の運営管理を行う施設予約システムの管理事

業であり、システム保守や運用支援を外部に委託している。

　市内文化施設・体育施設へ33台の端末設置

　機器が正常に稼動するよう、セキュリティ・ネットワーク保守を実施

　H20年度システム更新後は、インターネットで施設の空き状況が見えるように改善した

（H19新システム構築）

  H21年度指定管理者変更によるシステム修正をした。また施設活用協会が管理する市民

会館・公民館、中部公民館、青年の家で施設受付時間の延長をした。

  H22年度指定管理者変更によるシステム修正をした。

　H23年度還付ＦＤ廃止により施設予約システムのデータを財務会計のデータ様式へレイア

ウト改造した。

助成 0

総合計画

分野別計画

予算区分

担当部事務事業名 施設予約システム管理事業

会計区分

平成１２年度以前 ～事業期間

事業番号 357

平成24年度 事務事業評価シート平成24年度 事務事業評価シート平成24年度 事務事業評価シート平成24年度 事務事業評価シート

教育委員会事務局

事事事事

　　　　

　　　　

業業業業

　　　　

　　　　

のののの

　　　　

　　　　

概概概概

　　　　

　　　　

要要要要

直接実施・

運営

75 委託 25

一般会計

単位

千円

人

千円

人

千円

千円

％

千円

千円

千円

Ｈ24予算額

20,711

0.07

372

88.3

Ｈ23決算額

23,495

Ｈ22決算額

0

00

0

0.070.32

ココココ

　　　　

　　　　

スススス

　　　　

　　　　

トトトト

財

源

その他職員

0.01

（手段）

従事者数

Ｈ21決算額

一般財源

国・県支出金

対前年比

その他財源

人件費

0

23,530

ウト改造した。

【直接経費の内訳】

修繕料等 1,092,555円、インターネット回線使用料 3,246,804円

システム保守管理料等 5,774,580円、機器・システム借上げ料 13,380,948円

◎24年度実施内容

23年度と同様に実施する。

費用合計

23,477

53

0.00

無

従事者数

人件費

費

用

直接経費

正職員

24,229

0

受益者負担

22,527

0

24,229

102.9

0

0

0

21,083

23,867

98.5

23,867

0.00

0

3721,702

0.00

23,530

0.00

0

21,083



単位

目標

実績

目標

実績

目標

実績

単位

目標

実績

目標

実績

―

H24

27,966

件

利用者が申し込み時、利用時に円滑に施設利用ができた。

33 33

H21

―

H22

3333

H24H23

成果指標名

文化施設利用件数

事業の

達成状況

活動指標名

端末台数

―

台

H23

33

33

33

H21

22,114 28,222

―

業業業業

　　　　

　　　　

　　　　

　　　　

績績績績

H22

357事業番号

平平平平

成成成成

２２２２

３３３３

年年年年

施設の申し込み、利用には欠くことのできないシステムであるため、施設利用の管理

ができなくなる。

事業を縮小・

廃止したときの

影響

事事事事

業業業業

のののの

自自自自

己己己己

評評評評

価価価価

今今今今

後後後後

のののの

事事事事

業業業業

のののの

方方方方

向向向向

性性性性

現状維持

判定理由

一次評価のとおり。

改善案等

二二二二

次次次次

評評評評

価価価価

方向性の判定

現状維持

判　定　理　由

サーバーの管理方法、機器やシステムの更新といった課題解決に向け調整してい

る。

年年年年

度度度度

のののの

実実実実

施施施施

結結結結

果果果果

事業実施におけ

る課題等

サーバーの管理方法、機器やシステムの更新をするため調整が必要である。

利用者が申し込み時、利用時に円滑に継続的に施設利用できるようにする。

方向性の判定


